






































































いては、民事訴訟法 11 5条 1項 2号による訴訟担当構成または同法 115条 1項 3号の
類推による既判力の拡張を考えるべきであり、執行力の拡張についても、民事執行法 23 
条 1項 2号による訴訟担当構成または同法 23条 1項 3号を類推してその拡張を認めるべ
きである。さらに、第三者異議の訴えにおける法人格否認の抗弁許容のための理論構成に
は、第三者に対して執行力が拡張されることを論拠とする必要があることを述べる o






































章では、預金債権の差押制限について、 19 78年に立法による解決を図り、その後 20 



















































手続法上の問題J (第一章) r執行官による分割弁済の許容J (第二章)、 「将来債権の被差押適格J (第三章)、
I給料債権の差押制限J (第四章)、の「預金債権の差押制限ーZPO八五O条kを手がかりとしてJ. (第五章)、
「継続的給付債権の差押えにおける配当要求と配当の実施J (第六章)、 「債権執行における執行債務者の報知義務」
(第七章)、となっている。
本論文の評価
本論文は、わが国における財産開示の在り方を具体的に探るということを目的とするもので、ドイツ議会議事録を
はじめとする関係する多くの文献や資料を丹念かつ詳密に分析し、検討を加えたものであり、秀逸である。これによ
り、従来は必ずしも完全には捉えきれていなかった財産開示制度の沿革をあらためて浮き彫りにし、わが国の改革論
議に一石を投じようとする意欲的な試みであって、これにより、立法改革に向けての議論がいっそう厚みを増し、盤
石なものとなる役割を果すものと期待される。こうした集大成が、執行債務者の「財産開示」制度に関する本格的な
論議h のいわば導火線としての役割を果たしているという点で、高く評価できる。
わが国の民事執行手続は、執行対象財産について「債務者からの情報提供義務」を認めてとなかったために、権利
実現の実効性が上がらず、また、債権執行などでは簡単に執行妨害行為を許してしまう事態が生じてもいる。本論文
で提案されている強制執行前の財産開示や債権執行における報知義務は、債権者の権利実現の実効性を高め、ひいて
は裁判制度への信頼を強めるものである。
民事執行法平成15年改正において、 「財産開示」制度が創設されたものの、実効性ある制度とはなっていないこと、
債権執行においては債務者らによる執行妨害が実際にも行われている実態からすると、本論文の示唆する財産開示制
度の改善や債務者の報知義務の創設は、民事執行実務に大いに影響を与えるものと考える。
以上の次第で、内山衛次氏の本審査論文『財産開示の実効性執行債権者と執行債務者の利益』が執行法の分野に
おいてあらたな知見を加えたことは高く評価できるところであって、大阪大学大学院法学研究科としての博士(法学)
を授与するにふさわしい内容であるものと、審査員全員一致で判断するので、その旨を報告する。
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